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宮崎市伐採及び伐採後の造林の届出等に関する事務取扱要領

第１ 趣旨

この要領は、森林法（昭和２６年法律第２４９号。以下「法」という。）第１０

条の８第１項の規定による伐採及び伐採後の造林の届出（以下「伐採等届出」とい

う。）及び第１０条の８第２項の規定による伐採及び伐採後の造林に係る森林の状

況報告（以下「状況報告」という。）に係る事務に必要な事項を定め、もって、伐

採等の実態を的確に把握し、適正な森林施業の確保及び誤伐等の防止を図ることを

目的とする。

第２ 伐採等届出の事務処理

１ 伐採等届出の事務処理は、林野庁が定める「伐採及び伐採後の造林の届出等の制

度に関する市町村事務処理マニュアル」及び宮崎県が定める「宮崎県伐採及び伐採

後の造林の届出及び森林の状況報告に関する事務処理等マニュアル」を参考に行う

ものとする。

２ 伐採等届出は、「伐採及び伐採後の造林の届出書」（様式第１号）により、提出す

るものとする。

３ 届出を行う場合には、届出人が自己の責任において、事前に隣接地との境界確認

を必ず行い、違法伐採の防止に努めるものとする。

４ 森林の伐採に伴い、道路使用許可などの許可等が必要な場合には、届出人の責任

において事前に関係機関に申請や相談を必ず行うものとする。

５ 伐採等届出に添付する書類は、次の表に定めるとおりとする。

添 付 書 類 備 考

１ 伐採及び伐採後の造林の届出等に関するチェックリスト 必須

２ 伐採地が特定できる書類 位置図 必須

法務局発行の字図

（原則、発行から３ヶ月以

内のもの）

地籍測量図等 実測による伐採の場合

３ 搬出経路等を示した図面（主

伐の場合）

搬出計画図

（林道、作業道、集材路及

び土場等を明記した図面。

別図参照。）

必須

ただし、「２伐採地が

特定できる書類」に必

要事項を明記できる場

合は、提出を省略可。

４ 土地所有者が確認できる書類 登記簿謄本、要約書等

（原則、発行から３ヶ月以

内のもの）

必須

５ 森林所有者等の住所が確認で

きる書類

住民票等

（原則、発行から３ヶ月以

内のもの）

必須

ただし、※森林所有者

等本人が窓口で提出す

る場合において、身分

を確認できるもの（運

転免許証等）で本人及

び住所を確認できる場

合は、省略可。
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※「６ 隣接土地(森林)所有者と境界確認をしたことが確認できる書類」のうち、森

林の伐採に関する行政指導を受けた場合の規定については、提出しなければなら

ない期間については以下のとおりとし、その回数については指導書を発送する年

度から過去３カ年間を通算する。

・１回の行政指導では、指導書発送日から６ヶ月とする。

・２回の行政指導では、指導書発送日から 1 年間とする。

・３回の行政指導では、指導書発送日から市長が必要と認める期間までとする。

※「９ その他市長が必要と認める書類」のうち誓約書、戸籍謄本の添付については、

下記のとおり運用する。

（１）「伐採後の造林の権原を有する者」が死亡している場合には、相続人全員の

連名もしくは同意書の提出を原則とする。ただし、相続人が複数おり、関係書

類の全員分の提出が困難である場合には、相続人の代表者が相続人全員の同意

を得たうえで、誓約書を添付して「伐採等届出書」を提出することができるも

のとする。

この場合においては、「伐採後の造林の権原を有する者」が死亡していること

を確認できる書類及び相続人代表者との相続関係を証明する書類（戸籍謄本

等）を添付するものとする。

（２）共有林の伐採については、民法の規定により共有者全員の同意が必要なため、

共有者(相続人)全員の連名もしくは同意書を提出することとする。

この場合において、共有者(相続人)が申請する場合においては、各共有者(相

続人)について（１）の「ただし書き」の運用に準ずることができるものとする。

添 付 書 類 備 考

６ 隣接土地(森林)所有者と境界

確認をしたことが確認できる

書類

境界確認書（様式１６

号）、立会い写真、境界保

全状況の写真等

市長が必要と認めた場

合。

ただし、以下の場合

は必須とする。

・誤伐又は無届伐採に

より行政指導を受けた

場合。

７ 地元関係団体との協議

・地元自治会

・土地改良区・水利組合等

協議報告書等

（原則、協議日より６ヶ月

以内のもの）

※届出時の地元関係団体の

現代表者と協議したものを

添付すること。

必須

ただし、市長が必要な

いと認めた場合を除く

８ 関係施設管理者との協議

・作業路、土場等土地所有

者

承諾書、許可証等の写し 市長が必要と認めた場

合

９ その他市長が必要と認める書

類

・誓約書

※「登記名義人の死亡」

と「登記名義人と誓約書

提出者の関係」を確認で

きる書類（戸籍謄本等）

を添付すること

・立木の売買契約書

・土地の売買契約書等

登記簿謄本等に記載さ

れている所有者と伐採

後の造林の権原を有す

る者が異なる場合
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なお、共有者（相続人）が不確知により全員での申請ができない場合には「共

有者不確知森林制度(森林法第１０条の１２第１項第２号)」を活用するものとす

る。

（３）筆界未定地については、伐採面積や範囲が確定できず書類不備となるため、

隣接森林所有者全員の同意書もしくは境界確認書の提出（様式第１６号）を必須

とする。ただし、境界不確定区域の森林全ての「伐採等届出」が届出された場合

には、森林所有者間の同意があったものとして取り扱う。

６ 市長は、伐採計画が少なくとも５ｈａ以上の皆伐で、伐採後の造林計画が天然更

新となっている場合には、現地の状況を確認し、宮崎市森林整備計画の「植林によ

らなければ的確な更新が困難な森林の基準」に該当すると認められる場合には、伐

採後の造林に係る権原を有する者に対し、造林計画を人工造林に変更するよう指導

するものとする。

７ 市長は、宮崎市森林整備計画の「木材生産機能維持増進森林のうち、特に効率的

な施業が可能な森林」において、伐採後の造林計画が天然更新となっている場合に

は、伐採後の造林に係る権原を有する者に対し、造林計画を人工造林に変更するよ

う指導するものとする。

８ 市長は、届出書に記載された内容が宮崎市森林整備計画に適合すると認められる

場合は適合通知書（様式第２号）を、伐採の目的が森林以外の用途へ転用を行うも

のである場合には、伐採を行い転用しなかったときの造林の計画及び届出内容を審

査し、隣接する森林も含めて開発が行われる面積が全体１ヘクタールを超えないこ

とを確認の上、確認通知書（様式第３号）を原則郵便で、必ず届出者に送付するも

のとする。

また、届出書に記載された内容が、宮崎市森林整備計画に適合すると認められな

い場合や「５ 伐採等届出に添付する書類」の提出を求めたにもかかわらず提出が

なされない場合には、適合通知書、又は、確認通知書は発出しないものとする。

なお、届出者は、適合通知書、又は、確認通知書の再交付を希望する時は、適合

通知書・確認通知書再交付申請書（様式第１７号）を提出するものとする。

９ 市長は、森林の所在場所、届出者名、伐採事業者名及び連絡先、適合通知番号又

は確認通知番号、伐採面積、伐採期間、伐採後の更新方法を記した標識（様式第４

号）を、立木を伐採する権限を有するものに配布するものとする。

10 前項の標識の配布を受けた者は、周辺から分かりやすい場所に市長が配布する標

識（様式第４号）を掲示するものとする。

11 市長は、事前の指導等を行ってもなお適正な伐採及び伐採後の造林の計画に変更

されない場合には、変更命令書（様式第５号）により、変更命令を行うものとする。

第３ 伐採等届出の変更届出に係る事務処理

１ 届出者は、伐採終了までに伐採等届出に記載の伐採後の造林に係る権原を有する

者、立木を伐採する権原を有する者、伐採事業者、伐採面積、伐採期間、造林方法

など、伐採等届出書の記載内容に変更があった場合は、「伐採等届出に係る変更届

出書」（様式第６号）を速やかに提出するものとする。

２ 市長は、前項届出が提出された場合には、受付印を押印し、「伐採届出に係る変

更届書（様式第６号）」の写しを提出者に、標識（様式第４号）を立木を伐採する

権原を有するものに配布するものとする。

３ 届出者は、伐採期間終了後に、伐採等届出に記載の伐採後の造林に係る権原を有

する者に変更があった場合及び造林の方法、作業委託先等に変更があった場合は、
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「伐採後の伐採等届出に係る変更届出書」（様式第７号）を速やかに提出するもの

とする。

４ 届出者は、伐採届出の記載と異なる地番を伐採する場合（伐採箇所と隣接地であ

る場合も含む）は、新たに伐採届出を提出するものとする。

５ 届出者は、届出した伐採が取りやめとなった場合は、「伐採取りやめ届出書」（様

式第８号）を速やかに提出するものとする。

第４ 状況報告の事務処理

１ 伐採後の造林に係る権原を有する者は、伐採を行う者（伐採業者等）や造林作業

を委託された者とともに、伐採跡地において土砂や残材等の流失防止対策や造林作

業に支障が生じないかなどの確認を必ず行うものとし、災害や造林作業に支障の恐

れがある場合には、造林計画の変更や改善策を講じるよう努めるものとする。

２ 届出者は、前項の現地確認を行ったうえで、伐採が終わった日から３０日以内に

「伐採の状況報告書」（様式第９号の１）に立会写真を添付し、提出するものとす

る。

３ 市長は、前項の報告を受け、必要に応じて、現地調査又はその他の方法により伐

採の計画のとおりに伐採されているかを確認し、その際、計画に従った伐採となっ

ていない場合や「宮崎県伐採、搬出及び再造林のガイドライン」に適していない場

合には、届出者に対し是正すべき旨を文書で指導する。

なお、伐採後の造林に係る権原を有する者の伐採跡地の確認がされていない場合

には、伐採後の造林に係る権原を有する者に対し、確認を促すものとする。

４ 伐採後の造林に権原を有する者は、再造林又は天然更新が完了した日（伐採跡地

が森林以外の用途に供されることになる場合は、伐採が終わった日）から３０日以

内に「伐採後の造林に係る森林の状況報告書」（様式第９号の２）を提出するもの

とする。

５ 市長は、前項の報告を受け、必要に応じて、現地調査又はその他の方法により森

林の状況を確認するものとする。その際、天然更新が宮崎県天然更新完了基準を満

たしていない場合には、宮崎市森林整備計画に基づき植栽等により確実に更新を行

うよう伐採後の造林に係る権原を有する者に指導するものとする。

６ 市長は、３項及び５項の現地調査に届出者の立会を求めることができる。

第５ 緊急伐採の届出

火災、風水害その他の非常災害時、又は、災害復旧時など緊急の用に供した届出

は、伐採前後の状況が分かる写真等を添付のうえ、「緊急伐採届出書」（様式第１０

号）により、提出するものとする。

第６ 伐採及び伐採後の造林の計画の遵守命令

事前の指導等を行ってもなお届出書に記載された伐採及び伐採後の造林が行われ

ない場合には、遵守命令書（様式第１１号）により、遵守命令を行うものとする。

第７ 伐採及び伐採後の造林の届出が行われなかった場合の伐採の中止命令及び伐採

後の造林命令

１ 事前の指導等を行ってもなお伐採が中止されない場合には、伐採の中止命令書

（様式第１２号）により、中止命令を行うものとする。
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２ 事前の指導等を行ってもなお適正な伐採後の造林が行われない場合には、伐採後

の造林命令書（様式第１３号）により、造林命令を行うものとする。

第８ 命令の記録

法第１０条の９第１項、第３項及び第４項の規定による変更、遵守、伐採の中

止又は造林命令を行った場合には、命令した事項を命令記録簿（様式第１４号）に

より記録するものとする。

第９ 森林経営計画に係る森林の伐採等の届出

森林経営計画の対象となる森林の伐採（造林、譲渡、作業路網の設置）の届出は、

「森林経営計画に係る伐採等の届出書」（様式第１５号）により、提出するものと

する。

附 則

１ この要領は、平成３０年４月１日から施行する。

２ 平成３０年６月３０日までは周知期間とする。

３ 宮崎市伐採及び伐採後の造林の届出に関する事務取扱要領（平成２９年３月２２

日伺定）は、廃止する。

附 則

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則

１ この要領は、令和２年６月１日から施行する。

２ 令和２年９月３０日までは周知期間とする。

附 則

１ この要領は、令和３年６月１日から施行する。

２ 令和３年８月３１日までは周知期間とする。

附 則

１ この要領は、令和５年１月１日から施行する。

附 則

１ この要領は、令和５年３月１４日から施行する。


